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56 東海大学紀要政治経済学部

た。図5-2-4と図5-2-5は柏市の生きがい就労事業の概要と運営プロセスである。農業・食・

保育・生活支援・福祉サービスの５つの分野に８つの事業を開拓し，各事業の担い手が存

在する。考えられている点は５つの分野において事業を展開しているがどれも，地域が抱

える問題点を解決するために行われている事業である点である。

「農業」では，農業を支える担い手不足の問題，周辺地域に多くの休耕田があるので，

緑に触れ合うことの健康に与える効果等から「休耕地を利用した都市型農業事業」，さら

に，地域内の空きスペースの有効利用と職住接近を図る趣旨から「ミニ野菜工場事業」，

「屋上農園事業」が行われている。「食」については，今後後期高齢者の増加が予測される

ので，後期高齢者は行動範囲が縮小傾向にあるため“地域住民の食を支える”必要性と，

食の場を通じた“多世代交流”を促進する狙いから「コミュニティ食堂」と「移動販売・

配食サービス」事業を展開している。「子育て」につては，子どもの放課後の居場所の確

保，保育士の不足，保育サービスの充実を図る趣旨から「子育て支援事業」，「学童保育事

図5-2-4　生きがい就労事業の概要

柏市 開拓した事業 事業の担い手
柏市豊四季 農 都市型農業事業（休耕地） 「柏農えん」LLP（有限責任事業組合）

UR都市機構 台地域高齢 農 ミニ野菜工場事業（団地敷地内）一般社団法人　セカンドライフ・ファクトリー
社会総合 全体事業 農 屋上農園事業（建替え後の団地）亀井工業ホールディング（株）2014年公募で採択

東京大学 研究家 統括組織 食 コミュニティ食堂 亀井工業ホールディング（株）2014年公募で採択

食 移動販売・配食サービス 亀井工業ホールディング（株）2014年公募で採択

保育 保育・子育て支援事業 学校法人くるみ学園など
保育 学事保育事業 杉浦環境プロジェクト(株）
支援 生活支援・生活充実事業 東京海上日動ベターライフサービス（株）
福祉 福祉サービス 社会福祉法人　子羊会など

出所：前田（2015）３３頁。

図5-2-5　生きがい就労事業の運営プロセス

事業者の開拓 生きがい就労の実現

１．就労セミナー受講者の募集 ７．就労
・募集チラシのポスティング ・高齢者と事業者との雇用契約
・柏市広告への掲載依頼 ・ワークシエアリング
・地域紙誌への掲載依頼

６．事業者による研修
２．就労セミナーの実施 ・事業内容の指導
・セカンドライフの就労の薦め ・ワークシエアリング
・高齢者就労の現状
・雇用主が高齢者に求めること ５．事業者による面接
・セカンドライフの就労の新しいかたち ・業務の適正・就労内容の希望
・就労内容に関するアンケート

４．事業別就労体験・見学会
３．心身機能の検査 ・保育、子育て、・学童保育・介護施設・農業・生活支援
・集団検査（身体・認知）
・個別認知機能検査
・健康チェックセンター検査

出所：前田（2015）３３頁。

図5-2-4　生きがい就労事業の概要
出所：前田（2015）33頁。

図5-2-5　生きがい就労事業の運営プロセス
出所：前田（2015）33頁。
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業」を展開している。「生活支援」については，生活支援ニーズの増加とボランティア等

の担い手不足問題から「生活支援・充実事業」の展開を行っている。「福祉サービス」に

つては，介護ニーズの増加のなかで介護士が介護に専念できる就労環境を整備する観点か

ら，介護の周辺業務を担う「福祉サービス事業」を展開している。いずれも地域の課題解

決型事業であるところに特徴がある。12）ここまで，読まれた読者は，では「生きがい就労

事業」とシルバー人材センターとどこが違うのか？　という疑問を持たれる方がいると思

われる。筆者もそうした疑問を持った１人である。そこで，柏市に電話で問い合わせてみ

た。その結果，現在はシルバー人材センターがこの事業を継承しているとのことだった。

シルバー人材センターの市民のイメージが草刈りなどのイメージと重なり，多様な人材を

集めることができなかった。そこで，人材の掘り起こしを行ったものと思われる。

伊勢原市のシルバー人材センターは「健康で働く意欲を持ち，臨時的かつ短期的な就労

を希望する高齢者のために，就業の機会を提供することにより，高齢者の生きがいの充

実，活力ある地域社会作りに寄与することを目的とします」を事業目的としている。シル

バー人材センターは原則60歳以上の退職した高齢者からなる会員制の公益法人である。高

齢者雇用安定法に基づき市町村ごとに置かれていて，2013年度末で全国1300団体がある。

民業を圧迫しないように厚生労働省の指導で労働時間は原則週20時間，１カ月で10日を超

えないよう制限がある（日本経済新聞2015年10月６日夕刊９頁）。

シルバー人材センターの会員数は全国で09年の約79万人から13年度は約73万人と減少し

ているが13），神奈川県全体では，09年より減少し2011年度を底にここ数年は増加傾向にあ

る。09年度は36,424人で，13年度は36,533人の会員数となっている。

表5-2-8は，伊勢原市のシルバー人材センターの会員数と年齢構成などが示されている。

2015年３月31日付けでは，男女合計982人である。男性が女性の３倍以上となっている。

年齢別では65～74歳で７割程度占めていて，70～74歳が４割程度と最も多い会員数なって

いる。シルバー人材センターの請負う仕事の分野は表5-2-9で示される。それによれば，技

術分野，技能分野，事務分野，管理分野，折衝分野，一般作業分野，サービス分野の７分

野に分けられている。加えて，環境分野として「家具のリサイクル」「植木の剪定等」が

あり，合計８つの分野に分けられる。

表5-2-10は，伊勢原市シルバー人材センターの2014年度の事業実績である。契約金は約

２億8,262万円で2013年度より僅かに減少している。分野別では民間事業所から約１億

4,330万円で全契約金の半分を占めている。次に多いのが公共の約9,902万円で，先ほどの

民間事業所と合わせると，85％になる。一件当たりの契約金額は74,769円で，就業延べ１

人当たり配分金は4,344円，就業者１人当たり配分金は38万９千円程度となっている。

最後に，伊勢原市のシルバー人材センターと近隣都市のシルバー人材センターの比較を
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表5-2-９　伊勢原市シルバー人材センター
環境分野
分類 事業名称 事業内容
家具のリサイクル 家具のリサイクル 粗大ごみの家具を修理し安価で販売
植木剪定等 公共施設の植木剪定学校の桜の木の蔦の除去や、公共施設

の植木の剪定を行う。
対応可能な仕事
分類 内容
技術分野 ・学習教室の講師

・パソコン指導
・自動車の運転

技能分野 ・庭木などの剪定
・障子・ふしま・網戸の張り替え
・大工仕事
・ペンキ塗り
・刃物とぎ

事務分野 ・一般事務
・経理事務
・調査・集計事務
・筆耕・宛名書き
・パソコン入力

管理分野 ・建物管理（ビル、アパート、マンション管理など
・施設管理（スポーツ、遊戯施設管理など）
・駐車（輪)場の管理

折衝外交分野 ・販売員・店番
・配達・集配
・集金
・営業
・電気、ガスなどの検針

一般作業分野 ・除草・草刈り
・屋外清掃
・屋内清掃
・エアコン・換気扇の清掃
・農作業（種まき、水やり、収穫など）
・荷造・運搬
・包装・梱包（封入れ、袋詰め）
・調理作業（皿洗い、配膳など）
・チラシ・ビラ配り

サービス分野 ・家事サービス（掃除、洗濯、留守番など）
・福祉サービス（身の周りの世話、話し相手、介助など）

出所：公益社団法人　伊勢原市シルバー人材センター

表5-2-9　伊勢原市シルバー人材センター

　　　　　　出所：公益社団法人　伊勢原市シルバー人材センター

表5-2-８　伊勢原市のシルバー人材センターの正会員の年齢構成（2015年３月31日）

単位：人、％
年齢構成 男性 女性 合計 構成比
60～64歳 42 24 66 6.7
65～69歳 224 79 303 30.9
70～74歳 314 71 385 39.2
75～79歳 149 28 177 18.0
80歳以上 49 2 51 5.2
合計 778 204 982 100.0

出所：公益社団法人　伊勢原市シルバー人材センター

表5-2-8　伊勢原市のシルバー人材センターの正会員の年齢構成（2015年３月31日）
 単位：人，％

出所：公益社団法人　伊勢原市シルバー人材センター
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考察するために，表5-2-11を提示した。それによれば，どの市も男性が多く，女性の会員

数の比率は少ない。就業率は伊勢原市と平塚市が低く60％台であるが，他の市では80％を

超えている。月１人就業日数は７日程度で他の市とくらべ１日～２日程度少ない。受注件

数に関しては相対的に少ないが，市の規模とも関係すると思われる。仕事の受注比率は公

共部門からは他の市と比較して多い部類にはいる。契約金額の公共部門から33.5％となっ

ていて，多くは民間部門からの受注となっている。平塚市と大和市は民間部門の受注が相

対的に多く，７割程度民間から受注している。伊勢原市の１人当たり配分金額は一日当た

り4,370円で，１カ月当たり３万３千円程度となっており，平塚市の次に高くなっている。

今後の課題としては，低迷する会員数を増加させることが必要であるが，そのために

は，現在，就業率が平塚市とならんで低いので，未就業会員を減らすことが必要である。

また，民間部門からの仕事の受注をとる「営業活動」も必要と思われる。平塚市や大和市

では民間部門から77～78％程度を受注しているので，10％程度の伸びが期待される。シル

バー人材センターに関しては，厚生労働省がもう少し規制緩和をして，就労時間の延長に

より現在よりまとまった金額が受け取れるようにして，シルバー人材センターのそのもの

の魅力を増加させることが必要である。14）また，多様な仕事の受注の掘り下げにより，現

在よい多様な人材が集まる工夫も必要である。さらに，保育・介護関係では常に人手不足

となっているので，人手不足の分野に高齢労働者の活用が出来るよう保育・介護事業関係

者との交流の場の提供が市町村に求められている。

まとめ

本節は，伊勢原市の高齢化対策を考察した。はじめに，国・県・伊勢原市の高齢化の推

移を考察した。伊勢原市は，今後高齢化が2040年まで継続しそのスピードは国・県より速

く高齢化比率が拡大する。2015年の伊勢原市の高齢化率は東京圏と同程度で，全国より

２％ポイント程度低い。しかし，2040年頃には全国水準と同じ比率の36％程度になると予

想される。東京圏や神奈川県より高齢化比率が高くなる。75歳以上人口の今後10年の動向

をみると，東京都が34.3％，神奈川県が46.2％の増加に対して伊勢原市はそれらを上回り

57.4％と６割の増加が見込まれる。伊勢原市は，高齢化のスピードとその割合が全国・県

平均より速く高いことに注意が必要である。

こうした高齢化は社会保障費の増加を招き，市の財政を硬直化させる。また，高齢化は

現在の医療・介護システムの存続を危うくする。そのために，医療・介護システムの改革

が必要である。現在の「病院完結型」から「地域完結型」ないし「在宅ケア」中心へと移

行しなければならない。その中心となるのが「地域包括支援センター」である。この地域
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包括ケアシステムを中心にして，医療・介護一体型へと移行する必要がある。そのために

は，専門医から「かかりつけ医」の養成が必要になり，また訪問看護を実現するために，

人手不足となっている看護師の確保が必要となる。そのためには，資格を持ちながら育児

などで職を離れた「潜在看護師」の掘り起こしが必要である。今後，病院などでは看護師

の短時間正社員のような勤務形態などのダイバーシティ・マネジメントが求められよう。

さらに高齢化は現行制度の下では，退職後のライフ時間を長くすることを意味してい

る。労働力不足を補うために，退職した人材を活用する必要がある。そのために「シルバ

ー人材センター」のさらなる有効活用が期待される。しかし，現状は必ずしも人材が豊富

に集まっているわけではい。多様な人材が集まり易く，求人と求職をマッチングさせる必

要がある。そのために農協・保育・介護と言った分野の人々が集まり情報共有できる場を

市が提供する必要がある。規制緩和を行い労働時間の延長などの見直をして，「シルバー

人材センター」の魅力を高めることや営業活動・人材発掘などの運営方法の工夫が必要か

もしれない。また，高齢者雇用も重要な位置を占めているが，現状では，ハローワークが

十分に機能しているとは思えない。国から市町村へ移管してより地元の情報を得やすく工

夫すべきだと考える。今回，高齢者雇用に関してWEBで検索したが，ハローワークから

の報告書や有益な統計情報はほとんど得られなかった。伊勢原市のハローワークの管轄は

平塚市であるが，あまりにも利用者（求職者と求人者）にとり不便である。自分の市で情

報がとれ，相談に行けることが必要である。求人開拓などの営業活動も必要であるが，ほ

とんど活動状況の情報がない。利用する市民にアンケート調査などを行い，利便性を高め

る必要があると思われる。

註
１）この事実は，桜美林大学加齢・発達研究所の鈴木隆雄所長の研究結果である。
２）括弧内の数字は総人口に占める人口割合。
３）括弧内の数字は GDP比。2012年度と2025年度の社会保障給付費の内訳は，年金53.8兆円
（60.4兆円）・医療35.1兆円（54兆円）・介護8.4兆円（19.8兆円）・子ども子育て4.8兆円（5.6
兆円）・その他7.4兆円（９兆円）。括弧内の数字は2025年度の数字。
４）訪問看護師の需要不足を補うための施策として，「潜在看護師」の活用が期待されている
（日経2015年10月７日（夕刊９頁）。
５）以下の記述は全国会議（平成26年７月28日）資料「医療介護総合確保推進法について」
２頁より。
６）ここでは，基本目標と基本施策までの記述にとどめている。詳細は図5-2-1参照。
７）地域で訪問看護師を育てる岡山県北東部の「あゆみ」の取組みを日経2015年８月23日で
紹介している。
８）以下の記述は中村（2015）「私たちが迎える超高齢社会の姿と地域包括ケア」の論文に多



小﨑敏男

62 東海大学紀要政治経済学部

くを依拠している。
９）埼玉県和光市が，介護予防の取組みで65歳以上に占める要支援・要介護者の割合が9.4％
と全国平均18.2％を大きく下回る例が紹介されている。日経2015年８月27日（夕刊）。

10）シルバー人材センターと生きがい事業団の違いは，前者は法人格を取得しているが，後
者は法人格を取得していない。法人格の取得には会員数100名以上が必要（公益社団法人　
神奈川県シルバー人材センター連合会：2015年10月８日連絡して確認済）。

11）この柏市の「生きがい就労事業」は，平成23年～25年に行われたもので，現在はこの事
業はシルバー人材センターが行っている。柏市に連絡して確認済み（2015年10月７日）。
12）シニアのそこでの詳細な役割の記述に関しては前田（2015）を参照。
13）全国のシルバー人材センターの数字は日本経済新聞社2015年10月６日夕刊９頁による。
また，神奈川県の数字は神奈川県シルバー人材センター連合会「年報2014」平成26年度に
よる。
14）内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成23年）の調査では，60歳以上の高齢
者の経済的な暮らし向きに心配しないと感じている高齢者は約７割となっている一方で，
厚生労働省が2015年７月末の生活保護世帯が最多を更新している。全体で216万5,278人，65
歳以上の高齢者世帯が79万8,609世帯で49.3％を占めている（日本経済新聞2015年10月８日
（夕刊）12頁）。
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